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研究成果の概要（和文）：本研究は、集合住宅における子ども・女性に対する犯罪について、建築および地域レ
ベルから被害および不安感の実態を分析し、データに基づく対策を提案することを目的とする。福岡市および東
京都区部における子ども・女性対象の前兆事案の研究、神奈川県の集合住宅における前兆事案・性犯罪の研究、
福岡県内「セキュリティアパート」居住者の意識に関する研究、小学生の通学に対する母親の不安感の研究を行
った。研究成果は国内外の学術誌で査読論文として発表するとともに、研究成果を踏まえて「防犯まちづくりピ
クトグラム」を開発・公開した。さらに、国の「登下校防犯プラン」や東京都足立区の防犯まちづくり施策に反
映した。

研究成果の概要（英文）：This study aims to analyze crime against children and women and their safety
 perceptions in multi-unit housing from an architectural and community perspective, proposing 
data-driven measures. Research was conducted on precursor incidents targeting children and women in 
Fukuoka City and the Tokyo metropolitan area, precursor and sexual offenses in multi-unit housing in
 Kanagawa Prefecture, residents' safety perceptions in 'security apartments' in Fukuoka Prefecture, 
and mothers' anxiety regarding their children's school commutes. The results were published as 
peer-reviewed articles in academic journals both domestically and internationally. Building on these
 findings, we developed and released a 'Crime Prevention Pictogram for Community Building.' 
Additionally, the results influenced the national plan for safe school commuting and the crime 
prevention community certification system in Adachi Ward, Tokyo.

研究分野：都市計画

キーワード： 防犯環境設計　犯罪不安　地域防犯活動

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
建築および地域レベルでの子ども・女性に対する被害および不安感の実態分析を通じて、それらの要因を明らか
にし、具体的な対策を提案した。研究成果は、福岡県防犯設備士協会の「セキュリティアパート」認定制度、東
京都足立区の「防犯まちづくり推進地区制度」などで活用されている。警察と研究機関がデータを共有し、両者
の専門性を活かして対策を検討した点に加え、国の「登下校防犯プラン」の推進に寄与する成果を得た点にも本
研究の意義がある。海外のセミナーやシンポジウムにおける研究成果の発表を通じて各国の研究者とネットワー
クを構築できたことは、本テーマの学術的発展につながると考えられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
刑法犯認知件数の減少にも関わらず、子ども・女性に対する犯罪はほぼ横ばいであり、その 1/3
は集合住宅の共用部分等で発生していた（都内 2012-16年。室内除く･非面識）。 
子ども・女性に対する犯罪に対し、諸外国では警察が大学等の外部研究機関とデータを共有し
て、犯罪予防や捜査活動を進めてきた。一方日本では、警察と研究機関による共同研究の事例が
ほとんどなく、防犯対策を科学的知見に基づいて高度化・効率化する上での大きな障害となって
いた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、集合住宅における子ども・女性に対する犯罪について、建築および地域レベルから
被害および不安感の実態を分析し、データに基づく対策を提案することを目的とする。 
実態分析は、自然監視性や領域性など防犯環境設計の視点に基づく建築レベル、土地利用や街
路特性など地域レベルの二段階で行う。分析結果を踏まえ、子ども・女性が被害に遭いにくく安
心して暮らせる集合住宅の設計と、地域防犯活動の提案を本研究の成果とする。 
 
３．研究の方法 
本研究では、警察が保有する犯罪関連データやアンケート調査による市民意識データを用い
て、建築・地域の各レベルで犯罪および犯罪不安の要因を探る。建築レベルでは、自然監視性や
領域性の要素から成る防犯環境設計の視点から、犯罪被害および不安の要因を分析する。地域レ
ベルでは、GISを用いて算出する地域の土地利用、街路特性等と被害発生リスクとの関係を分析
する。研究代表者と研究分担者が関与する「福岡県警察犯罪予防研究アドバイザー制度」の枠組
みにおいて研究を進める。 
 
４．研究成果 
(1) 建築レベルでの犯罪・不安要因の分析と設計に関する提案 
神奈川県を対象として、集合住宅における前兆事案・性犯罪を分析し、エントランスや階段、
駐車場等の屋外空間での多発傾向を明らかにした。この分析結果を題材として大手ゼネコン二
社の設計担当者と、被害に遭いにくい集合住宅の設計について意見交換を行った。また、子ども・
女性の被害防止に配慮した賃貸住宅の設計について、大手ハウスメーカーと６回の研究会を実
施した。 
また、福岡県警の協力を得て、福岡県防犯設備士協会が認定する「セキュリティアパート」の
居住者および一般賃貸住宅居住者へのアンケート調査を実施した。認定物件居住者には住戸内
で犯罪被害不安を感じる者が 14%と少なく（一般賃貸は 27%）、再び認定物件に住みたいという
者が 82%と多かった。一般賃貸居住者の考える認定価値と相関が高い防犯対策は敷地内照明、
緊急警報装置であった【図 1】。分析結果は『日本建築学会計画系論文集』に掲載された。分析
結果を踏まえて認定基準に関する提言を行うとともに、福岡県主催の「安全･安心まちづくり県
民の集い」（2022年 10月）で発表した。 

 
(2) 地域レベルでの犯罪・不安要因の分析 
子ども・女性対象の前兆事案について、福岡市および東京都区部を対象に分析した。福岡市で
の分析結果は福岡県警察犯罪予防研究アドバイザー報告会（2018 年 11 月）にて発表した【図
2】。東京都区部については、街路ネットワーク構造の指標である Betweenness（経路としての
選択されやすさ）および Straightness（見通しの良さ）が前兆事案の発生と有意に関係すること
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図 1 各防犯対策と認定価値との 
Spearman の順位相関係数 図 2 前兆事案の発生地点分布密度 



を明らかにし、地理情報システム学会
『GIS-理論と応用』で発表した。 
また、公園における子ども・女性に対す
る脅威事案の分析では、発生形態、発生時
刻および月が、公園と他の公共空間で異な
ること、特に住宅地において公園の接道性
が高いと発生確率が高くなることを明ら
かにし、日本都市計画学会『都市計画論文
集』で発表した。 
さらに、CG によるモンタージュ写真を
用いて、小学生の母親の不安感と通学路の
沿道環境との関係を分析し、窓に貼られた
サイン、商業用途の建築、民地内のテーブ
ル・チェアが、子どもを狙った身体的犯罪への不安感を和らげることを示した【図 3】。この分
析結果は、国際誌”Journal of Asian Architecture and Building Engineering”に掲載された。 
 
(3) 防犯活動の評価、支援ツール開発 

2018年 6月に公表された「登下校防犯プラン」（登下校時の子供の安全確保に関する閣僚会議
決定）では、研究代表者らの助言により「ながら見守り」（ウォーキング、買物、花の水やり等
の日常活動を行う際、防犯の視点を持って行う見守り）の推進が明記された。この「ながら見守
り」について、活動者の移動軌跡と市民の犯罪不安箇所との地理的対応関係を評価し、改善策を
提案した（日本都市計画学会『都市計画論文集』掲載）。 
また、岡崎市民の意識調査から、従来型の防犯活動への参加意向を持つ割合が 30%だったの
に対し、「ながら見守り」では 96%に達し、活動のタイプによって様々な属性の市民が参加する
可能性を示した（『日本建築学会計画系論文集』掲載）。 
さらに、上記の研究結果や既存研究を踏まえて「防犯まちづくりピクトグラム」【図 4】を開
発し、研究代表者のホームページで公開するとともに、日本都市計画学会誌で紹介した。これは、
既存の防犯活動を振り返り、新たな活動を計画する地域組織等を支援するためのもので、東京都
足立区の「防犯まちづくり推進地区制度」などで活用され始めた。 

 
(4) 今後の研究課題 
本研究では、警察とともに被害物件を実地調査し、防犯環境設計の視点から侵入経路、侵入手
段、防犯設備の有無等と被害との関係を分析する予定だったが、コロナ禍により実施できなかっ
た（1 年延期の後、警察が中止を決定した）。そうしたミクロな調査・分析と、本研究で実施し
た犯罪・不安要因の分析との統合により、より根拠に根ざした対策の提案が求められる。 
最終年度には、英国・マンチェスターにおいて、子ども・女性の安全・安心を主眼とする治安
対策事業 (Safer Street) に関する調査、豪州・シドニーにおいて、公共空間改善に女性の視点
を取り入れる Safer Cities Programに関する調査を行い、調査結果を日本都市計画学会誌で発
表した。海外の研究者との共同調査およびネットワーク構築は、将来の国際共同研究につながる
ものである。子ども・女性の安全・安心に向けた国内外事例の国際比較と応用可能性の検討は今
後の研究課題と言える。 

 

 
図 4 防犯まちづくりピクトグラム 

図 3 CG による通学路のモンタージュ写真 
（左手に”民地内のテーブル・チェア”） 
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